
閣 議 及 び 閣 僚 懇 談 会 議 事 録 

開催日時：令和７年４月２５日（金）    ８：１８～８：２７ 

開催場所：総理大臣官邸閣議室 

出 席 者：石 破 茂 内閣総理大臣 

村 上 誠一郎 国務大臣（総務大臣） 

鈴 木 馨 祐 国務大臣（法務大臣） 

岩 屋 毅 国務大臣（外務大臣） 

あ べ 俊 子 国務大臣（文部科学大臣） 

福 岡 資 麿 国務大臣（厚生労働大臣） 

江 藤 拓 国務大臣（農林水産大臣） 

武 藤 容 治 国務大臣（経済産業大臣、内閣府特命担当大臣） 

中 野 洋 昌 国務大臣（国土交通大臣） 

浅 尾 慶一郎 国務大臣（環境大臣、内閣府特命担当大臣） 

中 谷 元 国務大臣（防衛大臣） 

林 芳 正 国務大臣（内閣官房長官） 

平 将 明 国務大臣（デジタル大臣、内閣府特命担当大臣） 

伊 藤 忠 彦 国務大臣（復興大臣） 

坂 井 学 国務大臣（国家公安委員会委員長、内閣府特命担当大臣） 

三 原じゅん子 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

赤 澤 亮 正 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

城 内 実 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

伊 東 良 孝 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

欠 席 者：加 藤 勝 信 国務大臣（財務大臣、内閣府特命担当大臣） 

陪 席 者：橘 慶一郎 内閣官房副長官 

青 木 一 彦 内閣官房副長官 

佐 藤 文 俊 内閣官房副長官 

岩 尾 信 行 内閣法制局長官 

閣議案件：別添案件表のとおり。 

○一般案件       １件 

○国会提出案件    １６件 

○政令         ５件 

○人事         ２件 

いずれも、案件表のとおり、決定となった。 
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議事内容： 

○林国務大臣：ただ今から、閣議を開催いたします。 

まず、閣議案件について、橘副長官から御説明申し上げます。 

○橘内閣官房副長官：一般案件等について、申し上げます。まず、「日米地位協定」第

２条に基づく、施設・区域の追加提供について、御決定をお願いいたします。今回

の案件は、「再編の実施のための日米ロードマップ」に基づき、沖縄県のキャンプ・

シュワブに建設した建物等を追加提供するものであります。 
次に、「中小企業白書」及び「小規模企業白書」について、御決定をお願いいたし

ます。本件につきましては、後程、経済産業大臣から御発言があります。 
次に、質問主意書に対する答弁書１４件について、お手元の資料のとおり、御決

定をお願いいたします。 
次に、政令５件について、御決定をお願いいたします。まず、「犯罪収益移転防止

法施行令の一部改正令」は、司法書士等が「取引時確認」をしなければならない業

務から、刑事手続に係る帰国等保証金の納付についての代理等に係る業務を除くも

のであります。 
次に、「法務省組織令の一部改正令」は、出入国在留管理庁の所掌事務に出国制限

対象者に関する事務を追加するものであります。 
  次に、「刑事収容施設及び被収容者等処遇法施行令の一部改正令」は、刑事訴訟法

の規定により拘置されている者の釈放の事由を定めるものであります。 
  次に、「国の債権の管理等に関する法律施行令の一部改正令」は、刑事手続に係る

没取された帰国等保証金等を同法の適用除外とするものであります。 
  次に、「船舶安全法第３２条ノ２の船舶の範囲を定める政令の一部改正令」は、船

舶の航行の安全性の向上を図るため、旅客定員を有する船舶に対して無線電信等の

設置を義務付けるものであります。 
  次に、人事案件について、申し上げます。まず、財務官三村淳外２名に、アジア

開発銀行総務会第５８回年次会合臨時総務代理たる日本政府代表代理を命ずるこ

とについて、御決定をお願いいたします。 
  次に、衛藤謙介外２１６名の叙位又は叙勲等について、御決定をお願いいたしま

す。 
○林国務大臣：次に、経済産業大臣から御発言がございます。 
〇武藤国務大臣：この度、「令和６年度中小企業の動向」及び「令和７年度中小企業施

策」並びに「令和６年度小規模企業の動向」及び「令和７年度小規模企業施策」と

して、中小企業白書及び小規模企業白書を取りまとめました。これらの白書では、

中小企業・小規模事業者が、円安・物価高、金利上昇、構造的な人手不足などの厳

しい状況を乗り越え、成長・発展を遂げるために必要となる、経営者の「経営力」

の重要性に焦点を当てて、分析を行いました。今後も、今回の分析を踏まえつつ、

中小企業・小規模事業者への支援に全力で取り組んでまいります。関係省庁につき

ましても、引き続き、御協力をよろしくお願いいたします。 
〇林国務大臣：これをもちまして、閣議を終了いたします。 
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引き続き、閣僚懇談会を開催いたします。伊東良孝大臣から御発言がございます。 
〇伊東国務大臣：毎年５月は「消費者月間」です。テーマに即し、国、地方公共団体

や消費者団体などが消費者に向けた啓発事業を行うとともに、消費者支援に功労の

あった方への表彰を行います。今年の統一テーマは、「明日の地球を救うため、消費

者にできること グリーン志向消費～どのグリーンにする？～」です。地球環境の

現状を理解し、日ごろから実践できるグリーン志向消費について考え、行動に移す

機会となるよう、関係閣僚に情報発信の御協力をお願い申し上げます。本日お配り

したバッジは、身近な消費生活相談窓口を案内する「消費者ホットライン１８８（い

やや）」の啓発バッジです。特に消費者トラブルに遭いやすい若者や高齢者の方に

とって、トラブルに遭ったらすぐに相談できるよう、わかりやすい番号「１８８」

を知っていただくことが非常に重要です。ホットラインの啓発にも御協力をお願い

いたします。 
〇林国務大臣：ほかに御発言はございますか。 

無いようですので、以上をもちまして、閣僚懇談会を終了いたします。 
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令和７年 

４月 25日 

◎ 一 般 案件

○ 「 日 本国 とア メ リカ 合 衆国 と の間 の 相互 協 力及 び

安 全 保 障条 約第 ６ 条に 基 づく 施 設及 び 区域 並 びに

日 本 国 にお ける 合 衆国 軍 隊の 地 位に 関 する 協 定」

第 ２ 条 に基 づく 施 設及 び 区域 の 追加 提 供に つ いて

（ 決 定 ）              （防 衛 省）

◎ 国 会 提出 案件

1. 「 令 和６ 年 度中 小 企業 の 動向 」 及び 「 令和 ７

 ○ 年度中 小 企業 施 策」

1. 「令 和 ６年 度 小規 模 企業 の 動向 」 及び 「 令和

７ 年 度 小 規模企 業 施策 」

に つ い て（ 決定 ） （ 経 済産 業 省） 

1.衆 議 院議 員 岡野 純 子（ 国 民） 提 出社 会 保障 分

野 に お け る公定 価 格の 地 域区 分 に関 す る質 問

に 対 す る 答弁書 に つい て （決 定 ）

（ こ ど も家 庭庁 ） 

〃 ○ 1. 参議 院 議員 浜 田聡 （ Ｎ党 ） 提出 我 が国 の 自動

消 火 設 備 がガラ パ ゴス 化 して い る可 能 性等 に 

関 す る 質 問に対 す る答 弁 書に つ いて （ 決定 ） 

（ 総 務省 ） 

1. 参議 院議 員浜 田 聡（ Ｎ 党） 提 出公 立 病院 へ の

繰 出 金 の 根拠と 公 平性 に 関す る 再質 問 に対 す

る 答 弁 書 につい て （決 定 ）     （ 同上 ）

1. 衆 議院 議員 水 沼秀 幸 （立 憲 ）提 出 オン ラ イン

カ ジ ノ におけ る ポイ ン ト還 元 制度 お よび 資 金

決 済 の あり方 に 関す る 質問 に 対す る 答弁 書 に

つ い て （決定 ）         （ 法務 省 ）

1. 衆議 院議 員松 原 仁（ 無 ）提 出 海底 ケ ーブ ル の

防 護 に 関 する再 質 問に 対 する 答 弁書 に つい て

（ 決 定 ）            （ 外 務省 ）

（ 金 ）閣 議 案 件

資 料
あ り

資 料  
あ り

［ 別　添 ］
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1. 衆議 院議 員松 原 仁（ 無 ）提 出 シャ ド ーフ リ ー 

ト （ 影 の 船団） へ の制 裁 に関 す る質 問 に対 す 

る 答 弁 書 につい て （決 定 ）    （ 外 務省 ）  
1. 衆議 院議 員五 十 嵐え り （立 憲 ）提 出 ２０ ２ ４ 

年 １ ２ 月 に国際 連 合総 会 で採 択 され た サイ バ 

ー 犯 罪 条 約に関 す る質 問 に対 す る答 弁 書に つ 

い て （ 決 定）           （ 同上 ） 

1. 参議 院議 員神 谷 宗幣 （ 無所 属 ）提 出 戦後 ８ ０ 

年 に 際 す る政府 の 対応 及 び有 識 者会 議 の在 り 

方 に 関 す る質問 に 対す る 答弁 書 につ い て  

（ 決 定 ）             （ 同上 ） 

1. 衆議 院議 員松 原 仁（ 無 ）提 出 トラ ン プ関 税 を 

め ぐ る 対 米交渉 に おけ る 政府 保 有の 米 国債 の 

取 扱 い に 関する 質 問に 対 する 答 弁書 に つい て 

（ 決 定 ）            （ 財 務省 ） 

1. 衆議 院議 員松 原 仁（ 無 ）提 出 相続 税 に関 す る 

質 問 に 対 する答 弁 書に つ いて （ 決定 )( 同上 ） 

1. 衆議 院議 員山 井 和則 （ 立憲 ） 提出 特 別支 援 教 

育 に 直 接 従事す る 教員 に 支給 さ れる 給 料の 調 

整 額 に 関 する質 問 に対 す る答 弁 書に つ いて 

（ 決 定 ）          （ 文部 科 学省 ） 

1. 衆議 院議 員八 幡 愛（ れ 新） 提 出す べ ての 職 業 

の 尊 厳 に 対する 政 府の 認 識に 関 する 質 問に 対 

す る 答 弁 書につ い て（ 決 定） （ 厚生 労 働省 ） 

1. 衆議 院議 員屋 良 朝博 （ 立憲 ） 提出 医 療機 関 へ 

の 支 援 に 係る２ ０ ２４ 年 度補 正 予算 及 びい わ 

ゆ る 重 点 支援地 方 交付 金 の活 用 に関 す る質 問 

に 対 す る 答弁書 に つい て （決 定 ）  （ 同上 ） 

1. 参議 院議 員浜 田 聡（ Ｎ 党） 提 出「 赤 字で あ る 

こ と 」 を 医療法 人 設立 の 不認 可 要件 と する 法 

的 根 拠 等 に関す る 質問 に 対す る 答弁 書 につ い 

て （ 決 定 ）            （ 同上 ） 
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◎ 政  令 

○ 犯 罪 によ る収 益 の移 転 防止 に 関す る 法律 施 行令 の 

一 部 を 改正 する 政 令（ 決 定）     （警 察 庁） 

〃  ○ 法 務省組 織 令の 一 部を 改 正す る 政令 （ 決定 ） 

（ 法 務省 ） 

〃  ○ 刑 事収容 施 設及 び 被収 容 者等 の 処遇 に 関す る 法律 

施 行 令 の一 部を 改 正す る 政令 （ 決定 ）  （ 同 上） 

〃  ○ 国 の債権 の 管理 等 に関 す る法 律 施行 令 の一 部 を改 

正 す る 政令 （決 定 ）         （財 務 省） 

〃  ○ 船 舶安全 法 第３ ２ 条ノ ２ の船 舶 の範 囲 を定 め る政 

令 の 一 部を 改正 す る政 令 （決 定 ）（ 国 土交 通 省） 

 

◎ 人  事 

○ 財 務官 三村  淳外 ２ 名に ア ジア 開 発銀 行 総務 会 第  
５ ８ 回年 次会 合 臨時 総 務代 理 たる 日 本政 府 代表 代  
理 を 命ず るこ と につ い て（ 決 定） 

〃  ☆ 国 土交通 技 官衛 藤 謙介 外 ２１ ６ 名の 叙 位又 は 叙勲  
等 に つい て（ 決 定） 

 

 

〔 ○ 署名 あ り  ☆ 署名 な し〕 

 

 

資 料  
あ り  

資 料  
あ り  

6




